《参考》○○自治会防災会防災計画

１　目　的

　　この計画は、○○自治会防災会の防災活動に必要な事項を定め、地震などの災害による生命や財産の被害の発生と拡大を防ぐことを目的とする。

２　計画の内容

　　この計画に定める事項は、次のとおりとする。

　　①　防災組織の編成及び任務分担に関すること。

　　②　防災訓練の実施に関すること。

　　③　情報の収集、伝達に関すること。

　　④　出火の防止、初期消火に関すること。

　　⑤　救出救護に関すること。

　　⑥　避難誘導に関すること。

　　⑦　給食給水に関すること。

　　⑧　防災知識の普及に関すること。

３　自主防災組織の編成及び任務分担

　　災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、別表のとおり防災組織を編成する。

４　訓練活動

　　大地震などの災害の発生に備えて、防災活動に必要な知識や技術を訓練を通して習得する。

　（１）訓練の種類

　　①防災訓練

・初期消火訓練

　　　・安否確認訓練

　　　・救出救護訓練

　　　・避難誘導訓練

　　　・給食給水訓練

　　②ながら防災訓練

　　③防災・減災に係る図上訓練

　　④避難所運営委員会活動

　（２）訓練の回数

　　・単独訓練は年2回以上、総合訓練（各訓練を組み合わせて総合的に実施する訓練）は年１回以上。

５　出火防止及び初期消火

　　次により、出火防止と初期消火の徹底を図る。

　（１）出火防止（各家庭での定期的な点検）

　　・火気使用器具（石油ストーブ、ガス器具など）の整備と、その周辺の落下物及び倒壊物の整理をする。

　　・対震自動消火装置付石油ストーブを使用する。

　　・灯油、ベンジン等の危険物類の安全管理をする。

　　・その他、建物等の落下、倒壊危険個所の確認をする。

　（２）初期消火

　　・家庭には、消火器、水バケツ等の設置をする。

　　・自主防災組織には、初期消火器具の設置をする。

　　・消火栓、防火貯水槽、池等の消防水利のある場所の確認を行う。

６　安否確認、情報収集伝達対策

　（１）安否確認対策

　　　けが人や逃げ遅れた人がいないか、建物の倒壊などにより建物内に閉じ込められた人がいないかの確認を行う。

　（２）情報の収集伝達対策

　　　災害情報の収集伝達は、情報は地域内の災害発生状況を避難場所に伝え、避難場所等からの情報を自治会の会員に伝える。

７　救出救護対策

　（１）救出救護活動

　　　震災等によって、けが人や病人等が発生した時は、自主防災組織や各家庭等で備えている医薬品や資機材を使って救出救護活動をする。

　（２）医療機関への連絡

　　　救出救護班は、けが人が応急手当では無理な場合は、医師会が設置する救護所にけが人を搬送する。災害の状況によっては、付近の病院、医院の活用も考える。

　（３）防災機関の出動要請

　　　地震等によって発生した負傷者の救出救護が困難な場合には、地域の支部連絡所に通報し、防災機関などに出動を求める。

８　避難対策

　（１）避難の指示

　　・市災害対策本部長（市長）からの避難の指示が発令された時、自主防災組織の責任者は、避難誘導班に対して避難誘導の指示を行う。

　　・市災害対策本部長（市長）からの避難の指示がない場合でも、火災が拡大し、危険が迫っており、自主防災組織で避難の必要があると判断した場合は、自主的に判断避難する。但し、避難した場合、その旨を地域の支部連絡所に報告する。

　（２）避難誘導

　　・避難誘導班は、避難の指示に従い会員を指定避難場所へ避難させる。また、地域の実情によっては予め自主防災組織で定めた「一時避難場所」に集まった後、周囲の災害発生の状況に注意しながら、判断を誤らないよう、早めに指定避難場所へ避難する。避難する誘導にあたっては、メガホンやロープ等を用いて人員を確かめ誘導旗を目印にして避難する。

　　・隣近所で避難行動要支援者の方々と、平常時から連絡を密にし、災害発生時にはいち早く避難活動を行う。

　　・避難場所での生存確認を行う。

　（３）避難路の確認

　　自治会の各地域から一時避難場所及び指定避難場所までの避難路を、二つ以上予め決めておき、日頃から歩いて確かめておく。

　　◆避難路・・・○○公園へ一時避難し、○○通りから指定場所（○○小学校）もし、○○通りが通行不通の場合は○○通りとする。

９　給食給水対策

　（１）各家庭で、3日分以上の食料、飲料水等を備蓄し、避難所で活用する。

　（２）給食給水班は、市から配布を受けた非常食、飲料水等の食料の配分や炊き出しをする。

　（３）地元及び避難所周辺にある災害時協力井戸の所在を把握しておく。

10　防災知識の普及活動

　　会員の防災知識を高めるために、次の普及活動を行う。

　（１）普及活動

　　・防災組織及び防災計画に関すること。

　　・地震、火災、水害等の知識に関すること。

　　・地域の地形や施設等に関すること。

　　・家庭の防災知識に関すること。

　（２）普及の方法

　　・広報誌、パンフレット、ポスター等。

　　・防災訓練、講演会、座談会、映画会等。

　（３）普及の時期

　　・毎年９月１日の「防災の日」等

　　・春と秋の火災予防運動
・随時、計画をたて防災機関の指導を受けて実施する。
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